
Research

総務省が2月に発表した2025年の
住民基本台帳人口移動報告による
と、東京都の1年間の転入者数から
転出者数を差し引いた「転入超過
数」は、日本人と外国人合わせて6万
5,000人超となった（図表1）。
東京都の転入超過数は、新型コロ

ナウイルスの感染が拡大した2020～
2021年に大きく縮小したが、2022年以
降は再び拡大傾向にあった。2025年
は4年ぶりに縮小したことから「東京
一極集中のスピードが鈍化した」との
指摘もあるが、東京都への人口流入
が高水準で続いている状況に変わり
はない。
筆者はコロナ禍以降、全国や東海
3県（愛知、岐阜、三重県）の人口動
向について複数回にわたって考察し
てきた（注）。そこで本稿では、これまで

の考察を踏襲しながら2025年の全
国および東海3県の人口移動の状況
を整理するとともに、東京圏（東京、
埼玉、千葉、神奈川の4都県）への人
口集中について改めて考える。
また、今回は若年層の人口移動に

着目し、各都道府県における若年
層の転入・転出超過のインパクトに
ついて、コロナ禍前（2019年）と直近
（2025年）とで変化が生じているかを
追加で考察する。

（1）40道府県が転出超過
まず、2025年の都道府県別の転
入・転出超過状況を見ると、転入超
過（転入者数－転出者数の値がプラ
ス）は埼玉、千葉、東京、神奈川、滋

賀、大阪、福岡の7都府県で、転入超
過数は東京都（6万5,219人）が突出
している。残る40道府県は転出超過
（転入者数－転出者数の値がマイナ
ス）で、転出超過数は広島県（9,921人、
文中では▲を付けずに表記）が最も
多かった（図表2）。
前年（2024年）と比べると、滋賀県

が転出超過から転入超過に転じた
一方、山梨県が転入超過から転出
超過になった。また、愛知、岐阜、三
重県の2025年の転出超過数はいず
れも前年より縮小した。
各都道府県の転入・転出超過状

況を国籍別に見ると、全体で転入超
過の7都府県は、滋賀を除く6都府県

で日本人が転入超過となった。また、
愛知県は日本人に限ると転入超過で
あった（図表3）。

（2）東京圏への一極集中は
     2000年代以降固定化
続いて、日本人の人口移動状況を
3大都市圏とそれ以外（地方圏）に分
けて見ると、2025年は東京圏が11万
2,738人の転入超過、大阪圏（大阪、
京都、兵庫、奈良の4府県）が7,503
人の転入超過となった一方、名古屋
圏（東海3県）は9,561人の転出超過
であった。また、地方圏は11万680人
の転出超過となっている（図表4）。
図表4からは、戦後の「地方から都
市」への人口移動が拡大と縮小を繰
り返してきたことが見て取れる。特に高
度経済成長期の1960年代は、地方圏
から多くの人が東京圏のみならず名
古屋圏、大阪圏に流入した。一方、バ
ブル経済期の1980年代後半、リーマ

ン・ショック前の2000年代後半、コロナ
禍前の2010年代後半は、東京圏のみ
転入超過が大幅拡大している。
地方圏はバブル崩壊後などに転入
超過になった年があったものの、2000
年代以降は一貫して転出超過であ
る。したがって、東京圏への一極集中
は2000年代以降、より固定化してい
ると言えそうだ。ちなみに、1980年代
以降の東京圏の転入超過のピーク
（山）は15万人前後で一貫している。
いまの東京圏の都市規模から見た域
外人口の流入上限が示唆されている
可能性もあり興味深い。

（3）愛知県の
    「人口のダム機能」は正念場
筆者はかねてより、東京圏への人

口集中の根底には「より大きなまち」へ
の移住の積み重ね（重層的な人口集
中構造）があると説明してきた。小さな
村や町などに住む人が、より充実した

仕事や教育機会、生活基盤などを求
めて大きな町や市に移住していく動き
はどの地域でも見られることである。
よって、東京圏以外の地域では、中
核となる自治体が周辺部から集まる
人口を受け止め、より大きな都市への
流出を抑える「人口のダム機能」を発
揮することが重要となる。
ここで2025年の日本人の人口移動
を改めて整理すると、東京圏に対して
3,000人以上の転出超過だったのは
12道府県に上る。この中には宮城、愛
知、大阪、福岡の4府県も含まれるが、
同時にこれらの4府県には周辺部か
ら一定程度の人口流入があることが
確認できる（図表5）。
筆者はこの4府県について、周辺
県からの転入超過数から、東京圏へ
の転出超過数を差し引いた値を算出
することで、人口のダム機能を継続的
に考察してきた。そこで今回は、過去
分（2014・2019・2023年）と2025年の

状況を比較した（図表6）。
2025年でまず注目されるのが、大
阪府のダム機能の改善である。地方
創生の取り組みが始まった2014年当
時は、周辺県からの転入超過数（図
表6中のa）が、東京圏への転出超過
数（同b）を大きく下回り、ダム機能は
マイナスであった。ところがコロナ禍直

前の2019年、コロナ禍後の2023年、
そして2025年にかけて周辺県からの
転入超過が拡大傾向となり、25年に
はダム機能がプラスに転じた。
また、福岡県はダム機能が一貫し
て上昇している。周辺県からの転入
超過数が、東京圏への転出超過数
を上回る状況が続いている。

一方、宮城県と愛知県は、ダム機能
の低下・低迷傾向が見られる。愛知
県は2025年のダム機能が2019、2023
年と比べて上昇したが、2014年比で
は依然として低い。愛知県に隣接す
る岐阜県や三重県では、東京圏へ直
接転出する動きもあり、名古屋圏全体
の今後の人口維持が懸念される。

若年層は進学や就職など転居・
移住のきっかけとなるライフイベント
が多く、人口移動に大きく影響してい
る。例えば、東京圏の日本人の転入・
転出超過状況を年齢階級別に見る
と、20～24歳の転入超過が極めて大
きいなど、人口流入の大部分が若年
層であることが分かる（図表7）。
そこで今回は、各都道府県の若年
層の人口移動のインパクトについて
追加考察を試みる。ただ、都道府県
はそれぞれ人口規模が異なり、実数
で比較することは難しい。そこで、総
務省が住民基本台帳人口移動報告
で公表している「移動率」（人口に対
する転入者数、転出者数、転入超過
数などの百分比）を参考に、筆者が
改めて各都道府県の20～24歳日本
人の「転入超過率」を算出した。計算
式は次のとおりである。

今回は、①転入超過数全体と②東
京圏への転入超過数について2019年
と2025年の転入超過率を算出・比
較した（図表8）。
まず、①（全体）の転入超過率を
見ると、2019、2025年とも値がプラス
なのは東京、神奈川、大阪、千葉、愛
知、埼玉の6都府県であった。また、
東京都の転入超過率は突出して高く
（散布図の右上に位置）、20～24歳
人口に対する転入超過のインパクト
が大きいことが見て取れる。
残る41道府県は2019、2025年とも
値がマイナスであった。これは、20～
24歳が転出超過であることを示して
いる。特に東北各県や高知県はマイ
ナスが大きく（散布図の左下に位置）、
20～24歳人口に対する転出超過の

インパクトが大きいことがうかがえる。
また、転入超過率がマイナスの道
府県の多くは、散布図中の斜線（45
度線）より下方に位置している。これ
は、2025年の転入超過率が2019年
比で低下しており、20～24歳の転出
超過傾向が強まっていることを示し
ている。岐阜・三重両県も斜線より下
方に位置しており、若年層の地域外
流出の拡大が懸念される。
続いて、②（対東京圏）の転入超
過率を見ると、2019、2025年とも値が
プラスなのは東京都のみで、20～24
歳の人口流入が東京都に集中して
いることが分かる。
東北各県や山梨、新潟県などは転
入超過率のマイナスが大きく、20～24
歳人口に対する東京圏への転出超
過のインパクトが大きいことが見て取
れる。群馬、京都、福井、香川、栃木な
どの府県は2025年の転入超過率が
2019年比で大きく低下しており（散布
図中の斜線から大きく下方に位置）、

20～24歳の東京圏への転出超過傾
向が強まっていることがうかがえる。
愛知、岐阜、三重県は、東京圏へ

の転入超過率のマイナスが比較的
小さい。一方で、特に愛知県は2025
年の転入超過率の低下が目立って
おり、若年層の東京圏への流出拡大
が懸念される。

本稿では、2025年の全国および東
海3県の人口移動について整理し、
東京圏への人口集中の状況や、東
京圏以外の中核となる府県の人口
のダム機能について改めて確認した。
また、若年層の人口移動のインパクト
について、転入超過率を用いた考察
を行った。

東京圏への人口集中を反転させ
ることは現状かなり難しいが、一方で
若年層の移動を不自然に制限する
ような施策は望ましくない。筆者は従
来から、各地域の中核となる都市の
役割や強みをより明確化する（ある
いは国が都市ごとの役割などを明確
に示す）ことで、人口の分散を促す必
要性を指摘してきた。例えば、自動車
産業が主力の愛知県や名古屋市は、
製造業のイノベーションや自動運転
技術などを支える人材が性別・国籍
を問わず集まるような地域づくりを通
して、人口の維持を図っていくべきで
あろう。
今回の考察を通して、全国の各都
市がそれぞれに個性や競争力を持
ち、若者が働く場・生活する場として
の魅力を高めていく重要性を改めて
感じている。
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図表1 東京都の転入者数・転出者数の推移（2014～2025年）

図表2 都道府県別に見た転入・転出超過状況（外国人を含む全体、2024年と2025年）

出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」よりOKB総研にて作成
（＊1）外国人を含む。
（＊2）国外からの転入者および国外への転出者は含まれていない。

出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」よりOKB総研にて作成
（＊）▲は転出超過。

出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」よりOKB総研にて作成
（＊）▲は転出超過。
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図表3 都道府県別に見た国籍別の転入・転出超過状況（2025年）
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ると言えそうだ。ちなみに、1980年代
以降の東京圏の転入超過のピーク
（山）は15万人前後で一貫している。
いまの東京圏の都市規模から見た域
外人口の流入上限が示唆されている
可能性もあり興味深い。

（3）愛知県の
    「人口のダム機能」は正念場
筆者はかねてより、東京圏への人

口集中の根底には「より大きなまち」へ
の移住の積み重ね（重層的な人口集
中構造）があると説明してきた。小さな
村や町などに住む人が、より充実した

仕事や教育機会、生活基盤などを求
めて大きな町や市に移住していく動き
はどの地域でも見られることである。
よって、東京圏以外の地域では、中
核となる自治体が周辺部から集まる
人口を受け止め、より大きな都市への
流出を抑える「人口のダム機能」を発
揮することが重要となる。
ここで2025年の日本人の人口移動
を改めて整理すると、東京圏に対して
3,000人以上の転出超過だったのは
12道府県に上る。この中には宮城、愛
知、大阪、福岡の4府県も含まれるが、
同時にこれらの4府県には周辺部か
ら一定程度の人口流入があることが
確認できる（図表5）。
筆者はこの4府県について、周辺
県からの転入超過数から、東京圏へ
の転出超過数を差し引いた値を算出
することで、人口のダム機能を継続的
に考察してきた。そこで今回は、過去
分（2014・2019・2023年）と2025年の

状況を比較した（図表6）。
2025年でまず注目されるのが、大
阪府のダム機能の改善である。地方
創生の取り組みが始まった2014年当
時は、周辺県からの転入超過数（図
表6中のa）が、東京圏への転出超過
数（同b）を大きく下回り、ダム機能は
マイナスであった。ところがコロナ禍直

前の2019年、コロナ禍後の2023年、
そして2025年にかけて周辺県からの
転入超過が拡大傾向となり、25年に
はダム機能がプラスに転じた。
また、福岡県はダム機能が一貫し
て上昇している。周辺県からの転入
超過数が、東京圏への転出超過数
を上回る状況が続いている。

一方、宮城県と愛知県は、ダム機能
の低下・低迷傾向が見られる。愛知
県は2025年のダム機能が2019、2023
年と比べて上昇したが、2014年比で
は依然として低い。愛知県に隣接す
る岐阜県や三重県では、東京圏へ直
接転出する動きもあり、名古屋圏全体
の今後の人口維持が懸念される。

若年層は進学や就職など転居・
移住のきっかけとなるライフイベント
が多く、人口移動に大きく影響してい
る。例えば、東京圏の日本人の転入・
転出超過状況を年齢階級別に見る
と、20～24歳の転入超過が極めて大
きいなど、人口流入の大部分が若年
層であることが分かる（図表7）。
そこで今回は、各都道府県の若年
層の人口移動のインパクトについて
追加考察を試みる。ただ、都道府県
はそれぞれ人口規模が異なり、実数
で比較することは難しい。そこで、総
務省が住民基本台帳人口移動報告
で公表している「移動率」（人口に対
する転入者数、転出者数、転入超過
数などの百分比）を参考に、筆者が
改めて各都道府県の20～24歳日本
人の「転入超過率」を算出した。計算
式は次のとおりである。

今回は、①転入超過数全体と②東
京圏への転入超過数について2019年
と2025年の転入超過率を算出・比
較した（図表8）。
まず、①（全体）の転入超過率を
見ると、2019、2025年とも値がプラス
なのは東京、神奈川、大阪、千葉、愛
知、埼玉の6都府県であった。また、
東京都の転入超過率は突出して高く
（散布図の右上に位置）、20～24歳
人口に対する転入超過のインパクト
が大きいことが見て取れる。
残る41道府県は2019、2025年とも
値がマイナスであった。これは、20～
24歳が転出超過であることを示して
いる。特に東北各県や高知県はマイ
ナスが大きく（散布図の左下に位置）、
20～24歳人口に対する転出超過の

インパクトが大きいことがうかがえる。
また、転入超過率がマイナスの道
府県の多くは、散布図中の斜線（45
度線）より下方に位置している。これ
は、2025年の転入超過率が2019年
比で低下しており、20～24歳の転出
超過傾向が強まっていることを示し
ている。岐阜・三重両県も斜線より下
方に位置しており、若年層の地域外
流出の拡大が懸念される。
続いて、②（対東京圏）の転入超
過率を見ると、2019、2025年とも値が
プラスなのは東京都のみで、20～24
歳の人口流入が東京都に集中して
いることが分かる。
東北各県や山梨、新潟県などは転
入超過率のマイナスが大きく、20～24
歳人口に対する東京圏への転出超
過のインパクトが大きいことが見て取
れる。群馬、京都、福井、香川、栃木な
どの府県は2025年の転入超過率が
2019年比で大きく低下しており（散布
図中の斜線から大きく下方に位置）、

20～24歳の東京圏への転出超過傾
向が強まっていることがうかがえる。
愛知、岐阜、三重県は、東京圏へ

の転入超過率のマイナスが比較的
小さい。一方で、特に愛知県は2025
年の転入超過率の低下が目立って
おり、若年層の東京圏への流出拡大
が懸念される。

本稿では、2025年の全国および東
海3県の人口移動について整理し、
東京圏への人口集中の状況や、東
京圏以外の中核となる府県の人口
のダム機能について改めて確認した。
また、若年層の人口移動のインパクト
について、転入超過率を用いた考察
を行った。

東京圏への人口集中を反転させ
ることは現状かなり難しいが、一方で
若年層の移動を不自然に制限する
ような施策は望ましくない。筆者は従
来から、各地域の中核となる都市の
役割や強みをより明確化する（ある
いは国が都市ごとの役割などを明確
に示す）ことで、人口の分散を促す必
要性を指摘してきた。例えば、自動車
産業が主力の愛知県や名古屋市は、
製造業のイノベーションや自動運転
技術などを支える人材が性別・国籍
を問わず集まるような地域づくりを通
して、人口の維持を図っていくべきで
あろう。
今回の考察を通して、全国の各都
市がそれぞれに個性や競争力を持
ち、若者が働く場・生活する場として
の魅力を高めていく重要性を改めて
感じている。
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図表1 東京都の転入者数・転出者数の推移（2014～2025年）

図表2 都道府県別に見た転入・転出超過状況（外国人を含む全体、2024年と2025年）

出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」よりOKB総研にて作成
（＊1）外国人を含む。
（＊2）国外からの転入者および国外への転出者は含まれていない。

出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」よりOKB総研にて作成
（＊）▲は転出超過。

出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」よりOKB総研にて作成
（＊）▲は転出超過。
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図表3 都道府県別に見た国籍別の転入・転出超過状況（2025年）
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総務省が2月に発表した2025年の
住民基本台帳人口移動報告による
と、東京都の1年間の転入者数から
転出者数を差し引いた「転入超過
数」は、日本人と外国人合わせて6万
5,000人超となった（図表1）。
東京都の転入超過数は、新型コロ

ナウイルスの感染が拡大した2020～
2021年に大きく縮小したが、2022年以
降は再び拡大傾向にあった。2025年
は4年ぶりに縮小したことから「東京
一極集中のスピードが鈍化した」との
指摘もあるが、東京都への人口流入
が高水準で続いている状況に変わり
はない。
筆者はコロナ禍以降、全国や東海
3県（愛知、岐阜、三重県）の人口動
向について複数回にわたって考察し
てきた（注）。そこで本稿では、これまで

の考察を踏襲しながら2025年の全
国および東海3県の人口移動の状況
を整理するとともに、東京圏（東京、
埼玉、千葉、神奈川の4都県）への人
口集中について改めて考える。
また、今回は若年層の人口移動に

着目し、各都道府県における若年
層の転入・転出超過のインパクトに
ついて、コロナ禍前（2019年）と直近
（2025年）とで変化が生じているかを
追加で考察する。

（1）40道府県が転出超過
まず、2025年の都道府県別の転
入・転出超過状況を見ると、転入超
過（転入者数－転出者数の値がプラ
ス）は埼玉、千葉、東京、神奈川、滋

賀、大阪、福岡の7都府県で、転入超
過数は東京都（6万5,219人）が突出
している。残る40道府県は転出超過
（転入者数－転出者数の値がマイナ
ス）で、転出超過数は広島県（9,921人、
文中では▲を付けずに表記）が最も
多かった（図表2）。
前年（2024年）と比べると、滋賀県

が転出超過から転入超過に転じた
一方、山梨県が転入超過から転出
超過になった。また、愛知、岐阜、三
重県の2025年の転出超過数はいず
れも前年より縮小した。
各都道府県の転入・転出超過状
況を国籍別に見ると、全体で転入超
過の7都府県は、滋賀を除く6都府県

で日本人が転入超過となった。また、
愛知県は日本人に限ると転入超過で
あった（図表3）。

（2）東京圏への一極集中は
     2000年代以降固定化
続いて、日本人の人口移動状況を
3大都市圏とそれ以外（地方圏）に分
けて見ると、2025年は東京圏が11万
2,738人の転入超過、大阪圏（大阪、
京都、兵庫、奈良の4府県）が7,503
人の転入超過となった一方、名古屋
圏（東海3県）は9,561人の転出超過
であった。また、地方圏は11万680人
の転出超過となっている（図表4）。
図表4からは、戦後の「地方から都

市」への人口移動が拡大と縮小を繰
り返してきたことが見て取れる。特に高
度経済成長期の1960年代は、地方圏
から多くの人が東京圏のみならず名
古屋圏、大阪圏に流入した。一方、バ
ブル経済期の1980年代後半、リーマ

ン・ショック前の2000年代後半、コロナ
禍前の2010年代後半は、東京圏のみ
転入超過が大幅拡大している。
地方圏はバブル崩壊後などに転入
超過になった年があったものの、2000
年代以降は一貫して転出超過であ
る。したがって、東京圏への一極集中
は2000年代以降、より固定化してい
ると言えそうだ。ちなみに、1980年代
以降の東京圏の転入超過のピーク
（山）は15万人前後で一貫している。
いまの東京圏の都市規模から見た域
外人口の流入上限が示唆されている
可能性もあり興味深い。

（3）愛知県の
    「人口のダム機能」は正念場
筆者はかねてより、東京圏への人

口集中の根底には「より大きなまち」へ
の移住の積み重ね（重層的な人口集
中構造）があると説明してきた。小さな
村や町などに住む人が、より充実した

仕事や教育機会、生活基盤などを求
めて大きな町や市に移住していく動き
はどの地域でも見られることである。
よって、東京圏以外の地域では、中
核となる自治体が周辺部から集まる
人口を受け止め、より大きな都市への
流出を抑える「人口のダム機能」を発
揮することが重要となる。
ここで2025年の日本人の人口移動
を改めて整理すると、東京圏に対して
3,000人以上の転出超過だったのは
12道府県に上る。この中には宮城、愛
知、大阪、福岡の4府県も含まれるが、
同時にこれらの4府県には周辺部か
ら一定程度の人口流入があることが
確認できる（図表5）。
筆者はこの4府県について、周辺

県からの転入超過数から、東京圏へ
の転出超過数を差し引いた値を算出
することで、人口のダム機能を継続的
に考察してきた。そこで今回は、過去
分（2014・2019・2023年）と2025年の

状況を比較した（図表6）。
2025年でまず注目されるのが、大

阪府のダム機能の改善である。地方
創生の取り組みが始まった2014年当
時は、周辺県からの転入超過数（図
表6中のa）が、東京圏への転出超過
数（同b）を大きく下回り、ダム機能は
マイナスであった。ところがコロナ禍直

前の2019年、コロナ禍後の2023年、
そして2025年にかけて周辺県からの
転入超過が拡大傾向となり、25年に
はダム機能がプラスに転じた。
また、福岡県はダム機能が一貫し
て上昇している。周辺県からの転入
超過数が、東京圏への転出超過数
を上回る状況が続いている。

一方、宮城県と愛知県は、ダム機能
の低下・低迷傾向が見られる。愛知
県は2025年のダム機能が2019、2023
年と比べて上昇したが、2014年比で
は依然として低い。愛知県に隣接す
る岐阜県や三重県では、東京圏へ直
接転出する動きもあり、名古屋圏全体
の今後の人口維持が懸念される。

若年層は進学や就職など転居・
移住のきっかけとなるライフイベント
が多く、人口移動に大きく影響してい
る。例えば、東京圏の日本人の転入・
転出超過状況を年齢階級別に見る
と、20～24歳の転入超過が極めて大
きいなど、人口流入の大部分が若年
層であることが分かる（図表7）。
そこで今回は、各都道府県の若年
層の人口移動のインパクトについて
追加考察を試みる。ただ、都道府県
はそれぞれ人口規模が異なり、実数
で比較することは難しい。そこで、総
務省が住民基本台帳人口移動報告
で公表している「移動率」（人口に対
する転入者数、転出者数、転入超過
数などの百分比）を参考に、筆者が
改めて各都道府県の20～24歳日本
人の「転入超過率」を算出した。計算
式は次のとおりである。

今回は、①転入超過数全体と②東
京圏への転入超過数について2019年
と2025年の転入超過率を算出・比
較した（図表8）。
まず、①（全体）の転入超過率を
見ると、2019、2025年とも値がプラス
なのは東京、神奈川、大阪、千葉、愛
知、埼玉の6都府県であった。また、
東京都の転入超過率は突出して高く
（散布図の右上に位置）、20～24歳
人口に対する転入超過のインパクト
が大きいことが見て取れる。
残る41道府県は2019、2025年とも

値がマイナスであった。これは、20～
24歳が転出超過であることを示して
いる。特に東北各県や高知県はマイ
ナスが大きく（散布図の左下に位置）、
20～24歳人口に対する転出超過の

インパクトが大きいことがうかがえる。
また、転入超過率がマイナスの道
府県の多くは、散布図中の斜線（45
度線）より下方に位置している。これ
は、2025年の転入超過率が2019年
比で低下しており、20～24歳の転出
超過傾向が強まっていることを示し
ている。岐阜・三重両県も斜線より下
方に位置しており、若年層の地域外
流出の拡大が懸念される。
続いて、②（対東京圏）の転入超

過率を見ると、2019、2025年とも値が
プラスなのは東京都のみで、20～24
歳の人口流入が東京都に集中して
いることが分かる。
東北各県や山梨、新潟県などは転

入超過率のマイナスが大きく、20～24
歳人口に対する東京圏への転出超
過のインパクトが大きいことが見て取
れる。群馬、京都、福井、香川、栃木な
どの府県は2025年の転入超過率が
2019年比で大きく低下しており（散布
図中の斜線から大きく下方に位置）、

20～24歳の東京圏への転出超過傾
向が強まっていることがうかがえる。
愛知、岐阜、三重県は、東京圏へ

の転入超過率のマイナスが比較的
小さい。一方で、特に愛知県は2025
年の転入超過率の低下が目立って
おり、若年層の東京圏への流出拡大
が懸念される。

本稿では、2025年の全国および東
海3県の人口移動について整理し、
東京圏への人口集中の状況や、東
京圏以外の中核となる府県の人口
のダム機能について改めて確認した。
また、若年層の人口移動のインパクト
について、転入超過率を用いた考察
を行った。

東京圏への人口集中を反転させ
ることは現状かなり難しいが、一方で
若年層の移動を不自然に制限する
ような施策は望ましくない。筆者は従
来から、各地域の中核となる都市の
役割や強みをより明確化する（ある
いは国が都市ごとの役割などを明確
に示す）ことで、人口の分散を促す必
要性を指摘してきた。例えば、自動車
産業が主力の愛知県や名古屋市は、
製造業のイノベーションや自動運転
技術などを支える人材が性別・国籍
を問わず集まるような地域づくりを通
して、人口の維持を図っていくべきで
あろう。
今回の考察を通して、全国の各都
市がそれぞれに個性や競争力を持
ち、若者が働く場・生活する場として
の魅力を高めていく重要性を改めて
感じている。

図表4 3大都市圏および地方圏の人口移動（転入・転出超過状況）の推移（日本人、1954～2025年）

出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」よりOKB総研にて作成
（＊1）▲は転出超過。
（＊2）東京圏は東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県。名古屋圏は愛知県、岐阜県、三重県。大阪圏は大阪府、京都府、兵庫県、奈良県。地方圏はその他の道県。

出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」よりOKB総研にて作成

図表5 東京圏への転出超過の構図と東京圏内の人口移動（日本人、2025年）

東京圏に対して3,000人以上の転出超過
東京圏以外の道府県に対して500人以上の転出超過
東京圏内の人口移動
・数値は転出超過数（人）

和歌山県
1,646

香川県
764
徳島県
665

高知県
645

東京圏
112,738人の転入超過

東京都

千葉県

埼玉県

神奈川県

岐阜県

京都府

滋賀県

鹿児島県

岡山県

愛媛県

1,239

1,519

2,169
沖縄県
570

宮崎県
1,398

2,550

佐賀県
1,731
山口県

長崎県

熊本県

三重県

大分県
1,551

1,034
514

1,020

1,236

2,849

1,333

518876

936 872

940

730

706

893

2,429

4,415

994

1,819

2,854

1,248

5,686

6,205

8,851

8,094

5,903

4,933

3,732 4,727 6,121

5,005

4,555

4,343

宮城県

新潟県

栃木県

茨城県

鳥取県
568

540

788

581

福井県
549

北海道青森県

福島県

岩手県

1,973

31

783 905
9993,723 ［参考］

大阪府

愛知県 静岡県

兵庫県

広島県

福岡県

東京圏
大阪府

三重県 東京圏

岐阜県
1,949

382

1,906
※いずれも転出超過数（人）

山形県
秋田県

1,106
952

（年）

大阪圏東京圏 名古屋圏 地方圏

252422201816141210080604022000989694929088868482807876747270686664626058561954

60

40

20

0

▲20

▲40

▲60

▲80

東京圏
112,738人

大阪圏
7,503人

名古屋圏
▲9,561人

地方圏
▲110,680人地方圏からの転出超過

ピーク（61年）

東京圏への
転入超過ピーク（62年）

バブル期の地方圏の
転出超過ピーク（87年）

コロナ禍前の地方圏の
転出超過ピーク（19年）

リーマン・ショック前の
地方圏の転出超過ピーク（07年）

（万人）

15 16

出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」よりOKB総研にて作成
（＊1）ダム機能の度合いは、周辺県からの転入超過数（a）から東京圏への転出超過数（b）を差し引いた値（本表では（b）をマイナスの値にしているため計算式は（a）＋（b））。プラスの値が大きいほど、ダム機能の度合いが強いことを示す。
（＊2）4府県の周辺県は以下のように設定した。

（＊3）東京圏は東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県。 

①宮城県：青森県、岩手県、秋田県、山形県、福島県
②愛知県：福井県、長野県、岐阜県、静岡県、三重県

③大阪府：滋賀県、京都府、兵庫県、奈良県、和歌山県
④福岡県：佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県
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図表6 4府県の「人口のダム機能」 ： 周辺県からの転入超過と東京圏への転出超過の関係（日本人）
周辺県からの転入超過数（a） 東京圏への転出超過数（▲（マイナスの値）で表示）（b） ダム機能の度合い（＊1）周辺県からの転入超過数（a） 東京圏への転出超過数（▲（マイナスの値）で表示）（b） ダム機能の度合い（＊1）
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総務省が2月に発表した2025年の
住民基本台帳人口移動報告による
と、東京都の1年間の転入者数から
転出者数を差し引いた「転入超過
数」は、日本人と外国人合わせて6万
5,000人超となった（図表1）。
東京都の転入超過数は、新型コロ

ナウイルスの感染が拡大した2020～
2021年に大きく縮小したが、2022年以
降は再び拡大傾向にあった。2025年
は4年ぶりに縮小したことから「東京
一極集中のスピードが鈍化した」との
指摘もあるが、東京都への人口流入
が高水準で続いている状況に変わり
はない。
筆者はコロナ禍以降、全国や東海
3県（愛知、岐阜、三重県）の人口動
向について複数回にわたって考察し
てきた（注）。そこで本稿では、これまで

の考察を踏襲しながら2025年の全
国および東海3県の人口移動の状況
を整理するとともに、東京圏（東京、
埼玉、千葉、神奈川の4都県）への人
口集中について改めて考える。
また、今回は若年層の人口移動に

着目し、各都道府県における若年
層の転入・転出超過のインパクトに
ついて、コロナ禍前（2019年）と直近
（2025年）とで変化が生じているかを
追加で考察する。

（1）40道府県が転出超過
まず、2025年の都道府県別の転
入・転出超過状況を見ると、転入超
過（転入者数－転出者数の値がプラ
ス）は埼玉、千葉、東京、神奈川、滋

賀、大阪、福岡の7都府県で、転入超
過数は東京都（6万5,219人）が突出
している。残る40道府県は転出超過
（転入者数－転出者数の値がマイナ
ス）で、転出超過数は広島県（9,921人、
文中では▲を付けずに表記）が最も
多かった（図表2）。
前年（2024年）と比べると、滋賀県

が転出超過から転入超過に転じた
一方、山梨県が転入超過から転出
超過になった。また、愛知、岐阜、三
重県の2025年の転出超過数はいず
れも前年より縮小した。
各都道府県の転入・転出超過状

況を国籍別に見ると、全体で転入超
過の7都府県は、滋賀を除く6都府県

で日本人が転入超過となった。また、
愛知県は日本人に限ると転入超過で
あった（図表3）。

（2）東京圏への一極集中は
     2000年代以降固定化
続いて、日本人の人口移動状況を

3大都市圏とそれ以外（地方圏）に分
けて見ると、2025年は東京圏が11万
2,738人の転入超過、大阪圏（大阪、
京都、兵庫、奈良の4府県）が7,503
人の転入超過となった一方、名古屋
圏（東海3県）は9,561人の転出超過
であった。また、地方圏は11万680人
の転出超過となっている（図表4）。
図表4からは、戦後の「地方から都

市」への人口移動が拡大と縮小を繰
り返してきたことが見て取れる。特に高
度経済成長期の1960年代は、地方圏
から多くの人が東京圏のみならず名
古屋圏、大阪圏に流入した。一方、バ
ブル経済期の1980年代後半、リーマ

ン・ショック前の2000年代後半、コロナ
禍前の2010年代後半は、東京圏のみ
転入超過が大幅拡大している。
地方圏はバブル崩壊後などに転入
超過になった年があったものの、2000
年代以降は一貫して転出超過であ
る。したがって、東京圏への一極集中
は2000年代以降、より固定化してい
ると言えそうだ。ちなみに、1980年代
以降の東京圏の転入超過のピーク
（山）は15万人前後で一貫している。
いまの東京圏の都市規模から見た域
外人口の流入上限が示唆されている
可能性もあり興味深い。

（3）愛知県の
    「人口のダム機能」は正念場
筆者はかねてより、東京圏への人

口集中の根底には「より大きなまち」へ
の移住の積み重ね（重層的な人口集
中構造）があると説明してきた。小さな
村や町などに住む人が、より充実した

仕事や教育機会、生活基盤などを求
めて大きな町や市に移住していく動き
はどの地域でも見られることである。
よって、東京圏以外の地域では、中
核となる自治体が周辺部から集まる
人口を受け止め、より大きな都市への
流出を抑える「人口のダム機能」を発
揮することが重要となる。
ここで2025年の日本人の人口移動
を改めて整理すると、東京圏に対して
3,000人以上の転出超過だったのは
12道府県に上る。この中には宮城、愛
知、大阪、福岡の4府県も含まれるが、
同時にこれらの4府県には周辺部か
ら一定程度の人口流入があることが
確認できる（図表5）。
筆者はこの4府県について、周辺
県からの転入超過数から、東京圏へ
の転出超過数を差し引いた値を算出
することで、人口のダム機能を継続的
に考察してきた。そこで今回は、過去
分（2014・2019・2023年）と2025年の

状況を比較した（図表6）。
2025年でまず注目されるのが、大
阪府のダム機能の改善である。地方
創生の取り組みが始まった2014年当
時は、周辺県からの転入超過数（図
表6中のa）が、東京圏への転出超過
数（同b）を大きく下回り、ダム機能は
マイナスであった。ところがコロナ禍直

前の2019年、コロナ禍後の2023年、
そして2025年にかけて周辺県からの
転入超過が拡大傾向となり、25年に
はダム機能がプラスに転じた。
また、福岡県はダム機能が一貫し
て上昇している。周辺県からの転入
超過数が、東京圏への転出超過数
を上回る状況が続いている。

一方、宮城県と愛知県は、ダム機能
の低下・低迷傾向が見られる。愛知
県は2025年のダム機能が2019、2023
年と比べて上昇したが、2014年比で
は依然として低い。愛知県に隣接す
る岐阜県や三重県では、東京圏へ直
接転出する動きもあり、名古屋圏全体
の今後の人口維持が懸念される。

若年層は進学や就職など転居・
移住のきっかけとなるライフイベント
が多く、人口移動に大きく影響してい
る。例えば、東京圏の日本人の転入・
転出超過状況を年齢階級別に見る
と、20～24歳の転入超過が極めて大
きいなど、人口流入の大部分が若年
層であることが分かる（図表7）。
そこで今回は、各都道府県の若年
層の人口移動のインパクトについて
追加考察を試みる。ただ、都道府県
はそれぞれ人口規模が異なり、実数
で比較することは難しい。そこで、総
務省が住民基本台帳人口移動報告
で公表している「移動率」（人口に対
する転入者数、転出者数、転入超過
数などの百分比）を参考に、筆者が
改めて各都道府県の20～24歳日本
人の「転入超過率」を算出した。計算
式は次のとおりである。

今回は、①転入超過数全体と②東
京圏への転入超過数について2019年
と2025年の転入超過率を算出・比
較した（図表8）。
まず、①（全体）の転入超過率を
見ると、2019、2025年とも値がプラス
なのは東京、神奈川、大阪、千葉、愛
知、埼玉の6都府県であった。また、
東京都の転入超過率は突出して高く
（散布図の右上に位置）、20～24歳
人口に対する転入超過のインパクト
が大きいことが見て取れる。
残る41道府県は2019、2025年とも

値がマイナスであった。これは、20～
24歳が転出超過であることを示して
いる。特に東北各県や高知県はマイ
ナスが大きく（散布図の左下に位置）、
20～24歳人口に対する転出超過の

インパクトが大きいことがうかがえる。
また、転入超過率がマイナスの道
府県の多くは、散布図中の斜線（45
度線）より下方に位置している。これ
は、2025年の転入超過率が2019年
比で低下しており、20～24歳の転出
超過傾向が強まっていることを示し
ている。岐阜・三重両県も斜線より下
方に位置しており、若年層の地域外
流出の拡大が懸念される。
続いて、②（対東京圏）の転入超
過率を見ると、2019、2025年とも値が
プラスなのは東京都のみで、20～24
歳の人口流入が東京都に集中して
いることが分かる。
東北各県や山梨、新潟県などは転
入超過率のマイナスが大きく、20～24
歳人口に対する東京圏への転出超
過のインパクトが大きいことが見て取
れる。群馬、京都、福井、香川、栃木な
どの府県は2025年の転入超過率が
2019年比で大きく低下しており（散布
図中の斜線から大きく下方に位置）、

20～24歳の東京圏への転出超過傾
向が強まっていることがうかがえる。
愛知、岐阜、三重県は、東京圏へ

の転入超過率のマイナスが比較的
小さい。一方で、特に愛知県は2025
年の転入超過率の低下が目立って
おり、若年層の東京圏への流出拡大
が懸念される。

本稿では、2025年の全国および東
海3県の人口移動について整理し、
東京圏への人口集中の状況や、東
京圏以外の中核となる府県の人口
のダム機能について改めて確認した。
また、若年層の人口移動のインパクト
について、転入超過率を用いた考察
を行った。

東京圏への人口集中を反転させ
ることは現状かなり難しいが、一方で
若年層の移動を不自然に制限する
ような施策は望ましくない。筆者は従
来から、各地域の中核となる都市の
役割や強みをより明確化する（ある
いは国が都市ごとの役割などを明確
に示す）ことで、人口の分散を促す必
要性を指摘してきた。例えば、自動車
産業が主力の愛知県や名古屋市は、
製造業のイノベーションや自動運転
技術などを支える人材が性別・国籍
を問わず集まるような地域づくりを通
して、人口の維持を図っていくべきで
あろう。
今回の考察を通して、全国の各都
市がそれぞれに個性や競争力を持
ち、若者が働く場・生活する場として
の魅力を高めていく重要性を改めて
感じている。

図表4 3大都市圏および地方圏の人口移動（転入・転出超過状況）の推移（日本人、1954～2025年）

出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」よりOKB総研にて作成
（＊1）▲は転出超過。
（＊2）東京圏は東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県。名古屋圏は愛知県、岐阜県、三重県。大阪圏は大阪府、京都府、兵庫県、奈良県。地方圏はその他の道県。

出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」よりOKB総研にて作成

図表5 東京圏への転出超過の構図と東京圏内の人口移動（日本人、2025年）
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（＊1）ダム機能の度合いは、周辺県からの転入超過数（a）から東京圏への転出超過数（b）を差し引いた値（本表では（b）をマイナスの値にしているため計算式は（a）＋（b））。プラスの値が大きいほど、ダム機能の度合いが強いことを示す。
（＊2）4府県の周辺県は以下のように設定した。

（＊3）東京圏は東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県。 
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図表6 4府県の「人口のダム機能」 ： 周辺県からの転入超過と東京圏への転出超過の関係（日本人）
周辺県からの転入超過数（a） 東京圏への転出超過数（▲（マイナスの値）で表示）（b） ダム機能の度合い（＊1）周辺県からの転入超過数（a） 東京圏への転出超過数（▲（マイナスの値）で表示）（b） ダム機能の度合い（＊1）
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総務省が2月に発表した2025年の
住民基本台帳人口移動報告による
と、東京都の1年間の転入者数から
転出者数を差し引いた「転入超過
数」は、日本人と外国人合わせて6万
5,000人超となった（図表1）。
東京都の転入超過数は、新型コロ

ナウイルスの感染が拡大した2020～
2021年に大きく縮小したが、2022年以
降は再び拡大傾向にあった。2025年
は4年ぶりに縮小したことから「東京
一極集中のスピードが鈍化した」との
指摘もあるが、東京都への人口流入
が高水準で続いている状況に変わり
はない。
筆者はコロナ禍以降、全国や東海

3県（愛知、岐阜、三重県）の人口動
向について複数回にわたって考察し
てきた（注）。そこで本稿では、これまで

の考察を踏襲しながら2025年の全
国および東海3県の人口移動の状況
を整理するとともに、東京圏（東京、
埼玉、千葉、神奈川の4都県）への人
口集中について改めて考える。
また、今回は若年層の人口移動に

着目し、各都道府県における若年
層の転入・転出超過のインパクトに
ついて、コロナ禍前（2019年）と直近
（2025年）とで変化が生じているかを
追加で考察する。

（1）40道府県が転出超過
まず、2025年の都道府県別の転
入・転出超過状況を見ると、転入超
過（転入者数－転出者数の値がプラ
ス）は埼玉、千葉、東京、神奈川、滋

賀、大阪、福岡の7都府県で、転入超
過数は東京都（6万5,219人）が突出
している。残る40道府県は転出超過
（転入者数－転出者数の値がマイナ
ス）で、転出超過数は広島県（9,921人、
文中では▲を付けずに表記）が最も
多かった（図表2）。
前年（2024年）と比べると、滋賀県

が転出超過から転入超過に転じた
一方、山梨県が転入超過から転出
超過になった。また、愛知、岐阜、三
重県の2025年の転出超過数はいず
れも前年より縮小した。
各都道府県の転入・転出超過状
況を国籍別に見ると、全体で転入超
過の7都府県は、滋賀を除く6都府県

で日本人が転入超過となった。また、
愛知県は日本人に限ると転入超過で
あった（図表3）。

（2）東京圏への一極集中は
     2000年代以降固定化
続いて、日本人の人口移動状況を
3大都市圏とそれ以外（地方圏）に分
けて見ると、2025年は東京圏が11万
2,738人の転入超過、大阪圏（大阪、
京都、兵庫、奈良の4府県）が7,503
人の転入超過となった一方、名古屋
圏（東海3県）は9,561人の転出超過
であった。また、地方圏は11万680人
の転出超過となっている（図表4）。
図表4からは、戦後の「地方から都
市」への人口移動が拡大と縮小を繰
り返してきたことが見て取れる。特に高
度経済成長期の1960年代は、地方圏
から多くの人が東京圏のみならず名
古屋圏、大阪圏に流入した。一方、バ
ブル経済期の1980年代後半、リーマ

ン・ショック前の2000年代後半、コロナ
禍前の2010年代後半は、東京圏のみ
転入超過が大幅拡大している。
地方圏はバブル崩壊後などに転入
超過になった年があったものの、2000
年代以降は一貫して転出超過であ
る。したがって、東京圏への一極集中
は2000年代以降、より固定化してい
ると言えそうだ。ちなみに、1980年代
以降の東京圏の転入超過のピーク
（山）は15万人前後で一貫している。
いまの東京圏の都市規模から見た域
外人口の流入上限が示唆されている
可能性もあり興味深い。

（3）愛知県の
    「人口のダム機能」は正念場
筆者はかねてより、東京圏への人

口集中の根底には「より大きなまち」へ
の移住の積み重ね（重層的な人口集
中構造）があると説明してきた。小さな
村や町などに住む人が、より充実した

仕事や教育機会、生活基盤などを求
めて大きな町や市に移住していく動き
はどの地域でも見られることである。
よって、東京圏以外の地域では、中
核となる自治体が周辺部から集まる
人口を受け止め、より大きな都市への
流出を抑える「人口のダム機能」を発
揮することが重要となる。
ここで2025年の日本人の人口移動
を改めて整理すると、東京圏に対して
3,000人以上の転出超過だったのは
12道府県に上る。この中には宮城、愛
知、大阪、福岡の4府県も含まれるが、
同時にこれらの4府県には周辺部か
ら一定程度の人口流入があることが
確認できる（図表5）。
筆者はこの4府県について、周辺

県からの転入超過数から、東京圏へ
の転出超過数を差し引いた値を算出
することで、人口のダム機能を継続的
に考察してきた。そこで今回は、過去
分（2014・2019・2023年）と2025年の

状況を比較した（図表6）。
2025年でまず注目されるのが、大

阪府のダム機能の改善である。地方
創生の取り組みが始まった2014年当
時は、周辺県からの転入超過数（図
表6中のa）が、東京圏への転出超過
数（同b）を大きく下回り、ダム機能は
マイナスであった。ところがコロナ禍直

前の2019年、コロナ禍後の2023年、
そして2025年にかけて周辺県からの
転入超過が拡大傾向となり、25年に
はダム機能がプラスに転じた。
また、福岡県はダム機能が一貫し
て上昇している。周辺県からの転入
超過数が、東京圏への転出超過数
を上回る状況が続いている。

一方、宮城県と愛知県は、ダム機能
の低下・低迷傾向が見られる。愛知
県は2025年のダム機能が2019、2023
年と比べて上昇したが、2014年比で
は依然として低い。愛知県に隣接す
る岐阜県や三重県では、東京圏へ直
接転出する動きもあり、名古屋圏全体
の今後の人口維持が懸念される。

若年層は進学や就職など転居・
移住のきっかけとなるライフイベント
が多く、人口移動に大きく影響してい
る。例えば、東京圏の日本人の転入・
転出超過状況を年齢階級別に見る
と、20～24歳の転入超過が極めて大
きいなど、人口流入の大部分が若年
層であることが分かる（図表7）。
そこで今回は、各都道府県の若年
層の人口移動のインパクトについて
追加考察を試みる。ただ、都道府県
はそれぞれ人口規模が異なり、実数
で比較することは難しい。そこで、総
務省が住民基本台帳人口移動報告
で公表している「移動率」（人口に対
する転入者数、転出者数、転入超過
数などの百分比）を参考に、筆者が
改めて各都道府県の20～24歳日本
人の「転入超過率」を算出した。計算
式は次のとおりである。

今回は、①転入超過数全体と②東
京圏への転入超過数について2019年
と2025年の転入超過率を算出・比
較した（図表8）。
まず、①（全体）の転入超過率を
見ると、2019、2025年とも値がプラス
なのは東京、神奈川、大阪、千葉、愛
知、埼玉の6都府県であった。また、
東京都の転入超過率は突出して高く
（散布図の右上に位置）、20～24歳
人口に対する転入超過のインパクト
が大きいことが見て取れる。
残る41道府県は2019、2025年とも
値がマイナスであった。これは、20～
24歳が転出超過であることを示して
いる。特に東北各県や高知県はマイ
ナスが大きく（散布図の左下に位置）、
20～24歳人口に対する転出超過の

インパクトが大きいことがうかがえる。
また、転入超過率がマイナスの道
府県の多くは、散布図中の斜線（45
度線）より下方に位置している。これ
は、2025年の転入超過率が2019年
比で低下しており、20～24歳の転出
超過傾向が強まっていることを示し
ている。岐阜・三重両県も斜線より下
方に位置しており、若年層の地域外
流出の拡大が懸念される。
続いて、②（対東京圏）の転入超

過率を見ると、2019、2025年とも値が
プラスなのは東京都のみで、20～24
歳の人口流入が東京都に集中して
いることが分かる。
東北各県や山梨、新潟県などは転

入超過率のマイナスが大きく、20～24
歳人口に対する東京圏への転出超
過のインパクトが大きいことが見て取
れる。群馬、京都、福井、香川、栃木な
どの府県は2025年の転入超過率が
2019年比で大きく低下しており（散布
図中の斜線から大きく下方に位置）、

20～24歳の東京圏への転出超過傾
向が強まっていることがうかがえる。
愛知、岐阜、三重県は、東京圏へ

の転入超過率のマイナスが比較的
小さい。一方で、特に愛知県は2025
年の転入超過率の低下が目立って
おり、若年層の東京圏への流出拡大
が懸念される。

本稿では、2025年の全国および東
海3県の人口移動について整理し、
東京圏への人口集中の状況や、東
京圏以外の中核となる府県の人口
のダム機能について改めて確認した。
また、若年層の人口移動のインパクト
について、転入超過率を用いた考察
を行った。

東京圏への人口集中を反転させ
ることは現状かなり難しいが、一方で
若年層の移動を不自然に制限する
ような施策は望ましくない。筆者は従
来から、各地域の中核となる都市の
役割や強みをより明確化する（ある
いは国が都市ごとの役割などを明確
に示す）ことで、人口の分散を促す必
要性を指摘してきた。例えば、自動車
産業が主力の愛知県や名古屋市は、
製造業のイノベーションや自動運転
技術などを支える人材が性別・国籍
を問わず集まるような地域づくりを通
して、人口の維持を図っていくべきで
あろう。
今回の考察を通して、全国の各都

市がそれぞれに個性や競争力を持
ち、若者が働く場・生活する場として
の魅力を高めていく重要性を改めて
感じている。

（2026. 3 .5）
ＯＫＢ総研　調査部　中村 紘子

筆者の過去の関連リサーチは以下のとおり。
各リサーチはOKB総研ホームページ
（https://www.okb-kri.jp/）にて全文公
開している。
⑴「新型コロナ禍における東海3県の人口
動向―愛知県は人口の『ダム』機能を果
たせるか―」：OKB総研「REPORT 2021 
vol.180」（2021年1月）3～8頁。

⑵「コロナ禍における東海3県の人口動向Ⅱ
―東京圏へのストロー現象リスク再考―」：
OKB総研「REPORT 2021 vol. 182」
（2021年7月）3～10頁。
⑶「コロナ禍を経た全国および東海3県
の人口動向―地方8府県の『人口のダ
ム機能』を再考する―」:OKB総研
「REPORT 2024 vol.194」（2024年7月）
3～10頁。

（注）
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若年層の人口移動の
インパクトを探る
（追加考察）

図表7 年齢階級別に見た東京圏の転入・転出超過状況（日本人、2019～2025年）

図表8 都道府県別の転入超過率（日本人、男女総数、20～24歳） ： 2019年と2025年

出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」よりOKB総研にて作成
（＊）▲は転出超過。東京圏は東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県。

出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」よりOKB総研にて作成
（＊）東京圏は東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県。
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Ａ 当該都道府県の
20～24歳日本人の転入超過数
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20～24歳住民基本台帳人口（日本人）
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総務省が2月に発表した2025年の
住民基本台帳人口移動報告による
と、東京都の1年間の転入者数から
転出者数を差し引いた「転入超過
数」は、日本人と外国人合わせて6万
5,000人超となった（図表1）。
東京都の転入超過数は、新型コロ

ナウイルスの感染が拡大した2020～
2021年に大きく縮小したが、2022年以
降は再び拡大傾向にあった。2025年
は4年ぶりに縮小したことから「東京
一極集中のスピードが鈍化した」との
指摘もあるが、東京都への人口流入
が高水準で続いている状況に変わり
はない。
筆者はコロナ禍以降、全国や東海

3県（愛知、岐阜、三重県）の人口動
向について複数回にわたって考察し
てきた（注）。そこで本稿では、これまで

の考察を踏襲しながら2025年の全
国および東海3県の人口移動の状況
を整理するとともに、東京圏（東京、
埼玉、千葉、神奈川の4都県）への人
口集中について改めて考える。
また、今回は若年層の人口移動に

着目し、各都道府県における若年
層の転入・転出超過のインパクトに
ついて、コロナ禍前（2019年）と直近
（2025年）とで変化が生じているかを
追加で考察する。

（1）40道府県が転出超過
まず、2025年の都道府県別の転
入・転出超過状況を見ると、転入超
過（転入者数－転出者数の値がプラ
ス）は埼玉、千葉、東京、神奈川、滋

賀、大阪、福岡の7都府県で、転入超
過数は東京都（6万5,219人）が突出
している。残る40道府県は転出超過
（転入者数－転出者数の値がマイナ
ス）で、転出超過数は広島県（9,921人、
文中では▲を付けずに表記）が最も
多かった（図表2）。
前年（2024年）と比べると、滋賀県

が転出超過から転入超過に転じた
一方、山梨県が転入超過から転出
超過になった。また、愛知、岐阜、三
重県の2025年の転出超過数はいず
れも前年より縮小した。
各都道府県の転入・転出超過状

況を国籍別に見ると、全体で転入超
過の7都府県は、滋賀を除く6都府県

で日本人が転入超過となった。また、
愛知県は日本人に限ると転入超過で
あった（図表3）。

（2）東京圏への一極集中は
     2000年代以降固定化
続いて、日本人の人口移動状況を
3大都市圏とそれ以外（地方圏）に分
けて見ると、2025年は東京圏が11万
2,738人の転入超過、大阪圏（大阪、
京都、兵庫、奈良の4府県）が7,503
人の転入超過となった一方、名古屋
圏（東海3県）は9,561人の転出超過
であった。また、地方圏は11万680人
の転出超過となっている（図表4）。
図表4からは、戦後の「地方から都
市」への人口移動が拡大と縮小を繰
り返してきたことが見て取れる。特に高
度経済成長期の1960年代は、地方圏
から多くの人が東京圏のみならず名
古屋圏、大阪圏に流入した。一方、バ
ブル経済期の1980年代後半、リーマ

ン・ショック前の2000年代後半、コロナ
禍前の2010年代後半は、東京圏のみ
転入超過が大幅拡大している。
地方圏はバブル崩壊後などに転入
超過になった年があったものの、2000
年代以降は一貫して転出超過であ
る。したがって、東京圏への一極集中
は2000年代以降、より固定化してい
ると言えそうだ。ちなみに、1980年代
以降の東京圏の転入超過のピーク
（山）は15万人前後で一貫している。
いまの東京圏の都市規模から見た域
外人口の流入上限が示唆されている
可能性もあり興味深い。

（3）愛知県の
    「人口のダム機能」は正念場
筆者はかねてより、東京圏への人

口集中の根底には「より大きなまち」へ
の移住の積み重ね（重層的な人口集
中構造）があると説明してきた。小さな
村や町などに住む人が、より充実した

仕事や教育機会、生活基盤などを求
めて大きな町や市に移住していく動き
はどの地域でも見られることである。
よって、東京圏以外の地域では、中
核となる自治体が周辺部から集まる
人口を受け止め、より大きな都市への
流出を抑える「人口のダム機能」を発
揮することが重要となる。
ここで2025年の日本人の人口移動
を改めて整理すると、東京圏に対して
3,000人以上の転出超過だったのは
12道府県に上る。この中には宮城、愛
知、大阪、福岡の4府県も含まれるが、
同時にこれらの4府県には周辺部か
ら一定程度の人口流入があることが
確認できる（図表5）。
筆者はこの4府県について、周辺
県からの転入超過数から、東京圏へ
の転出超過数を差し引いた値を算出
することで、人口のダム機能を継続的
に考察してきた。そこで今回は、過去
分（2014・2019・2023年）と2025年の

状況を比較した（図表6）。
2025年でまず注目されるのが、大
阪府のダム機能の改善である。地方
創生の取り組みが始まった2014年当
時は、周辺県からの転入超過数（図
表6中のa）が、東京圏への転出超過
数（同b）を大きく下回り、ダム機能は
マイナスであった。ところがコロナ禍直

前の2019年、コロナ禍後の2023年、
そして2025年にかけて周辺県からの
転入超過が拡大傾向となり、25年に
はダム機能がプラスに転じた。
また、福岡県はダム機能が一貫し
て上昇している。周辺県からの転入
超過数が、東京圏への転出超過数
を上回る状況が続いている。

一方、宮城県と愛知県は、ダム機能
の低下・低迷傾向が見られる。愛知
県は2025年のダム機能が2019、2023
年と比べて上昇したが、2014年比で
は依然として低い。愛知県に隣接す
る岐阜県や三重県では、東京圏へ直
接転出する動きもあり、名古屋圏全体
の今後の人口維持が懸念される。

若年層は進学や就職など転居・
移住のきっかけとなるライフイベント
が多く、人口移動に大きく影響してい
る。例えば、東京圏の日本人の転入・
転出超過状況を年齢階級別に見る
と、20～24歳の転入超過が極めて大
きいなど、人口流入の大部分が若年
層であることが分かる（図表7）。
そこで今回は、各都道府県の若年
層の人口移動のインパクトについて
追加考察を試みる。ただ、都道府県
はそれぞれ人口規模が異なり、実数
で比較することは難しい。そこで、総
務省が住民基本台帳人口移動報告
で公表している「移動率」（人口に対
する転入者数、転出者数、転入超過
数などの百分比）を参考に、筆者が
改めて各都道府県の20～24歳日本
人の「転入超過率」を算出した。計算
式は次のとおりである。

今回は、①転入超過数全体と②東
京圏への転入超過数について2019年
と2025年の転入超過率を算出・比
較した（図表8）。
まず、①（全体）の転入超過率を
見ると、2019、2025年とも値がプラス
なのは東京、神奈川、大阪、千葉、愛
知、埼玉の6都府県であった。また、
東京都の転入超過率は突出して高く
（散布図の右上に位置）、20～24歳
人口に対する転入超過のインパクト
が大きいことが見て取れる。
残る41道府県は2019、2025年とも
値がマイナスであった。これは、20～
24歳が転出超過であることを示して
いる。特に東北各県や高知県はマイ
ナスが大きく（散布図の左下に位置）、
20～24歳人口に対する転出超過の

インパクトが大きいことがうかがえる。
また、転入超過率がマイナスの道
府県の多くは、散布図中の斜線（45
度線）より下方に位置している。これ
は、2025年の転入超過率が2019年
比で低下しており、20～24歳の転出
超過傾向が強まっていることを示し
ている。岐阜・三重両県も斜線より下
方に位置しており、若年層の地域外
流出の拡大が懸念される。
続いて、②（対東京圏）の転入超
過率を見ると、2019、2025年とも値が
プラスなのは東京都のみで、20～24
歳の人口流入が東京都に集中して
いることが分かる。
東北各県や山梨、新潟県などは転
入超過率のマイナスが大きく、20～24
歳人口に対する東京圏への転出超
過のインパクトが大きいことが見て取
れる。群馬、京都、福井、香川、栃木な
どの府県は2025年の転入超過率が
2019年比で大きく低下しており（散布
図中の斜線から大きく下方に位置）、

20～24歳の東京圏への転出超過傾
向が強まっていることがうかがえる。
愛知、岐阜、三重県は、東京圏へ

の転入超過率のマイナスが比較的
小さい。一方で、特に愛知県は2025
年の転入超過率の低下が目立って
おり、若年層の東京圏への流出拡大
が懸念される。

本稿では、2025年の全国および東
海3県の人口移動について整理し、
東京圏への人口集中の状況や、東
京圏以外の中核となる府県の人口
のダム機能について改めて確認した。
また、若年層の人口移動のインパクト
について、転入超過率を用いた考察
を行った。

東京圏への人口集中を反転させ
ることは現状かなり難しいが、一方で
若年層の移動を不自然に制限する
ような施策は望ましくない。筆者は従
来から、各地域の中核となる都市の
役割や強みをより明確化する（ある
いは国が都市ごとの役割などを明確
に示す）ことで、人口の分散を促す必
要性を指摘してきた。例えば、自動車
産業が主力の愛知県や名古屋市は、
製造業のイノベーションや自動運転
技術などを支える人材が性別・国籍
を問わず集まるような地域づくりを通
して、人口の維持を図っていくべきで
あろう。
今回の考察を通して、全国の各都
市がそれぞれに個性や競争力を持
ち、若者が働く場・生活する場として
の魅力を高めていく重要性を改めて
感じている。

（2026. 3 .5）
ＯＫＢ総研　調査部　中村 紘子

筆者の過去の関連リサーチは以下のとおり。
各リサーチはOKB総研ホームページ
（https://www.okb-kri.jp/）にて全文公
開している。
⑴「新型コロナ禍における東海3県の人口
動向―愛知県は人口の『ダム』機能を果
たせるか―」：OKB総研「REPORT 2021 
vol.180」（2021年1月）3～8頁。

⑵「コロナ禍における東海3県の人口動向Ⅱ
―東京圏へのストロー現象リスク再考―」：
OKB総研「REPORT 2021 vol. 182」
（2021年7月）3～10頁。
⑶「コロナ禍を経た全国および東海3県
の人口動向―地方8府県の『人口のダ
ム機能』を再考する―」:OKB総研
「REPORT 2024 vol.194」（2024年7月）
3～10頁。
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図表7 年齢階級別に見た東京圏の転入・転出超過状況（日本人、2019～2025年）

図表8 都道府県別の転入超過率（日本人、男女総数、20～24歳） ： 2019年と2025年

出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」よりOKB総研にて作成
（＊）▲は転出超過。東京圏は東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県。

出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」よりOKB総研にて作成
（＊）東京圏は東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県。
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